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1. はじめに 

「組織は戦略に従う」という古典的な命題を出発点として、グローバル戦略と、それを実

現するための組織構造をめぐって、様々な視点から研究が行われてきた。一方、2000年代

以降、多国籍企業の本質はグローバル的ではなく、セミグローバルないし地域的であり、グ

ローバル戦略を実現するためには、地域レベルの戦略が必要であるという議論が提起され

てきた(Rugman & Verbeke, 2004; Ghemawat,2005; Morrison & Roth,1992)。こうした背

景から、数多くの研究が地域戦略とそれを実現するための地域マネジメントについて探究

してきた。特に近年経済ブロックや新興国・地域の台頭により、地域レベルのマネジメント

に関する新たな課題が出てくる。それを機に、地域マネジメントを強化するという目的を以

って、地域統括本社(以下 RHQと略称)を設置する多国籍企業が多く見られるようになって

きている。しかしながら、地域統括機能の設置が活発化し、その効果が期待されている一方、

RHQ型組織が地域内における子会社のパフォーマンスに影響をもたらすか否かについては、

十分に検討されたとは言えない現状にある。そこで本稿の目的は、多国籍企業の RHQ型組

織が地域内子会社に与える経済的効果について、定量的検証を行うことにある。 

 

2. 先行研究と仮説 

(1) 地域戦略の必要性 

 多国籍企業論で伝統的に強調されてきた点は、企業の国際的な成長戦略と組織構造との

適合であった。その代表的研究は Bartlett & Ghoshal(1989)が提示したグローバル統合と、

各国経営資源を活用するための現地適応を両立するトランスナショナルモデルである。こ

のようなグローバル統合と現地適応を両立できる組織モデルは理想的だが、現実的には実

現困難であると批判されるようになった(Nohria & Ghoshal, 1997)。 

Ghemawat(2007)では，グローバル化という概念が現実の企業活動の状況を反映している

のではなく、地域レベルでの統合活動が経営的な効果をもたらしているというセミグロー

バル戦略を指摘している。また、Rugman and Verbeke(2004)によって、グローバル企業と

呼ばれる多くの企業は現実には地域をベースに活動していると指摘し、むしろ地域戦略こ

そ多国籍企業が追求すべき戦略であると主張している。 

(2)地域統括組織の役割 

セミグローバル戦略や地域戦略の重要性が提唱されて以来、それを実現するための地域

マネジメントの形態及びそれが果たす役割について、多くの研究がなされてきた。地域マネ



ジメントの形態は多様であり、RHQ以外にも、Sub−RHQ、子会社に統括機能を委任する

などの形がある(Yeung et al., 2001; Alfoldi et al., 2012)。統括組織は、本国本社のグロー

バル戦略と地域内現地法人における現地の需要との間における極めて重要なリンクであり、

グローバル化がもたらす組織的抵抗に対応できると同時に、効率性をも追及でき、当該市場

において更なる機会を生むとみられている(Lehrer & Asakawa,1999; Morrison & Roth, 

1992)。また、RHQは地域内の協調的統合、本社との連携、親会社の意思決定に影響を与え

ること、地域戦略を促進することなど多様な機能が求められているという(Schutte, 1997; 

Yeung et al., 2001; Mahnke et al., 2012)。 

しかし、これまでに RHQ 型組織の様々な役割が提唱されてきたものの、RHQ 型組織の

設置と子会社の経済的パフォーマンスの向上との関係性は検証されておらず、不明のまま

にある。つまり、既存研究のほとんどは、RHQの設置は効果があることを前提にして、そ

の立地、類型や役割などを記述し、地域戦略を実現する組織形態の選択肢として提案するも

のに限られているといえるであろう。以上のことから、地域統括組織の設置が、地域内子会

社のパフォーマンスに対して効果があるのかについて検証することは、本稿の狙いである。 

また、地域戦略を好む現実な理由として、EUや ASEANが代表とした政治経済の地域ブ

ロック化が挙げられる。地域経済連合の進展により、域内の関税撤廃や貿易自由化が促進さ

れ、地域マネジメントの強化という課題がより一層重要になると考えられる。故に、本稿で

は、経済連合性が高い地域に設置された RHQの効果が、他の地域より高いと推定する。 

 以上より本研究では RHQが地域内子会社に与える効果について、以下の２つの仮説に分

けて検証した。 

 

仮説１：RHQを持つ多国籍企業では、RHQが設置されていない地域より、RHQが設置さ

れた地域における子会社のパフォーマンスがいい。 

仮説２：RHQ が設置されている地域では、RHQ が設置される前より、設置した後の方が

当該地域における子会社のパフォーマンスがいい。  

仮説３：ASEAN、EU、NAFTA における RHQは、その他の地域における RHQより、効

果が大きい。 

 

3.データと分析方法 

 まず、分析対象について説明する。RHQ設置の効果を検証するという目的に対して、本

稿は分析対象を、RHQ を持つ多国籍企業に限定した。その理由について、そもそも RHQ

を設置するかどうか、そして設置した RHQが発揮した効果の有無は、本社そのものに原因

があるという内生性問題が存在するかもしれない。その内生性問題を排除するために、本稿

は、RHQ を所有する日系多国籍企業にフォーカスした。また、RHQ 設置効果の検証につ

いて、二つの仮説に分けて検証する。まずは、多国籍企業で RHQが設置された地域と、設



置されていない地域の子会社パフォーマンスを検証する。その次に、RHQが設置する前と

設置した後、当該地域における子会社のパフォーマスを比較する。 

(1) データ 

検証で使用するデータセットは、主に東洋経済新報社の『海外進出企業総覧（会社編）』

と BvD(Bureau van Dijk)に提供されたグローバル企業データーベース Orbis、二つのデー

タベースからデータを収集して作成した。 

データ収集について、まず、『海外進出企業総覧（会社編）』2019 年版を使い、子会社の

事業内容により RHQ を特定し、それを所有する製造業における日系多国籍企業計 331 社

を抽出し、本社とその RHQの基本情報を含むデータセットを作った。次に、日本国税庁法

人番号公表サイトにて本社の法人番号を特定し、それを用いて Orbis で選別された多国籍

企業の海外子会社、計 19735 社の 2009−2018 年における財務データを収集して、本社と

子会社の情報を含むデータセットを作った。さらに本社と RHQのデータセットと本社と子

会社のデータセットを整合して分析用のデータセットを構築した。 

(2) 変数と検証方法 

分析に使用する変数のうち、従属変数の「子会社のパフォーマス」には子会社の ROE、

ROA などの財務指標を用いた。RHQ設立の効果について、RHQが設置されている地域ダ

ミーを用いた。設置後の効果について設置後の年ダミーを設定した。また、経済連合性が高

い地域に設置された RHQ の効果について、RHQ設立年と経済連合地域の交差項を採用し

た。統制変数には、本社の規模、経験、産業、及び年ダミーなどを採用した。検証の方法と

しては、RHQの設置と子会社パフォーマンスの関係に着目し、回帰分析を用いた。 

 

4.分析結果（中間） 

 三つの仮説のうち、仮説２と仮説３が支持された。すなわち、RHQが所有する地域にお

いて、RHQが設立によって子会社のパフォーマンスが上がると判明された。また、この効

果は、ASEAN と EU 地域ではより顕著であると実証された。 

 

5.ディスカッション 

本稿の定量分析によって、RHQ型組織が地域内子会社にもたらす経済的効果ついて検証

された。地域戦略の重要性が強調される中、地域レベルの組織の設置が多国籍企業の海外子

会社のマネジメントに与える意味に対して、実証的な指示を与えるという意味で、先行研究

に多少の貢献を果たした。 

  本稿の限界について、まず地域経済統合の傾向が強まる故に、地域戦略の重要性が高い

という内生性問題が排除しきれない点がある。また、子会社パフォーマスの自己相関を排除

するために、検証方法をさらに工夫する必要がある。RHQ型組織の定義、その統括地域な

どの概念の測定についても、さらなる精緻化する余地がある。これらは今後の課題として改

善し、明確にしていくことが必要であろう。 
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